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３．事業促進ＰＰＰ 

事業促進PPPは、平成24年度から東北の三陸沿岸道

路等の復興道路事業で導入され、その後、各地の大

規模事業等にも適用されている。事業促進PPPを必要

なときに速やかに導入するため、2019年3月に標準的

な実施手法、業務内容、仕様書の記載例等を示した

「国土交通省直轄の事業促進PPPに関するガイドラ

イン」が策定された。 

国総研は、ガイドライン策定にあたり、事業促進

PPP(8事務所11工区)の受発注者双方にヒアリングを

行い、マネジメント業務を担う人材の確保、育成が

主要な課題であることを把握した。そのため、ガイ

ドライン策定後は、業務項目をプルダウン式で統一

化した業務記録簿を活用した業務改善や、業務・工

事の受注制限緩和による受注インセンティブの向上

等について、地方整備局と連携しながら取り組んで

いる。 

 

図-2 事業促進ＰＰＰの体制 

４．災害復旧における入札契約方式 

(1) 災害時の随意契約等 

災害復旧においては、2017年7月に策定された「災

害復旧における適切な入札契約方式の適用ガイドラ

イン」に基づき、随意契約等を適用している。しか

し、現行ガイドラインは、測量・調査・設計業務に

対応していない、本復旧段階の随意契約の適用条件

が理解しづらいといった課題を有する。 

国総研は、近年の大規模災害における入札契約方

式の適用状況や、発注担当者から聞き取った課題等

を踏まえ、業務・工事を問わず、土木構造物が本来

有すべき機能・性能を回復するまでは随意契約の適

用を基本とするよう整理を進めている（図-3）。 

 

図-3 災害時における入札契約適用の考え方 

(2) 包括・個別二段階契約 

現在、災害協定、維持工事、一般土木工事等は、

独立して公募するため、事務所の災害協定締結者（企

業）が平常時に事務所管内で維持工事、一般土木工

事等の受注経験がない例が生じている。国総研は、

災害協定をより有効に機能させるため、災害協定を

包括協定とし、災害協定締結者に維持工事等の個別

発注を行う包括・個別二段階契約の実施手法（図-4）

を試行導入に関心がある地方整備局と検討している。 

包括・個別二段階契約の導入により、災害協定締

結者が平常時から、発注者と顔の見える関係を構築

し、地域・工事にも精通することで、より的確な災

害対応が可能となる。また、包括協定の下、個別工

事の長期的な受注見通しが得られ、24時間365日の厳

しい対応が求められる維持工事の担い手となる企業

の経営にも配慮した方式とも言える。 

 

図-4 包括・個別二段階契約（案） 

５．おわりに 

国総研社会資本マネジメント研究室は、地方整備

局等の業務改善に資する入札契約方式の適用支援を

続け、更なる改善と適用拡大に向け研究を進める。 

☞詳細情報はこちら 

1) 「発注者責任を果たすための今後の建設生産・ 

管理システムのあり方に関する懇談会」 

http://www.nilim.go.jp/lab/peg/hatyusyasekinin

kondankai.html 
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１．はじめに 

近年、非常に強い降雪が集中的かつ継続的に発生

するなど雪の降り方が変化する一方、人口減少や少

子高齢化、除雪作業の担い手・後継者不足など、除

雪を取り巻く環境は一層厳しさを増している。こう

した昨今の情勢を受け国総研では、地域や民間団体

が道路除雪へ積極的に協力できる仕組みの構築を目

指し、冬期道路対策への住民参加を促進する方策の

検討を行っている。 

本稿では、豪雪地域における地域住民等の道路除

雪活動やその支援策等に関する事例調査について報

告する。 

 

２．概要調査 

地域住民やボランティア団体等が行う冬期道路管

理について、既往の調査結果である「冬期道路管理

における自助共助の取組み事例」(国土交通省道路局）

や「雪処理の担い手の確保・育成のための克雪体制

支援調査」(国土交通省国土政策局）等から17道府県

44市町村で実施されている除雪活動や支援制度など

延べ55件(表-1）の事例を収集・整理した。主な活動

主体である自治会・町内会に小型除雪機械や除雪道

具を行政から貸与することで住民の除雪活動を支援

する事例が多く見られた。 

 

３．ヒアリング調査 

前章の調査事例から地域特性や活動内容を考慮し

６地域を抽出し、除雪等活動の関係者からのヒアリ

ング調査を行った（表-2）。いずれも住民等による

除雪活動が成功している事例であるが、活動の担い

手の高齢化や後継者不足など活動継続上の課題を抱

えていた。また地域事情が多様で、同一市内でも雪

の降り方や除雪事情が異なる、市町村合併前の旧制

度が混在しているなど、地域に即した対応が必要で

ある。今後はこれらの課題解消および活動への支援・

促進方策について検討を進めていく。 

 
表-1 住民等による除雪活動(概要調査)  

 

 

表-2 住民等による除雪活動(ヒアリング調査)  

 

活動主体

自治会・町内会(25)，その他住民組織（まちづくり協議会，地域振
興会,除雪協議会,等(6)）小中学校PTA(6)，学生ボランティア組織
(9)，NPO(5)，市町村役場(18)，社会福祉協議会(13)，その他（企
業，任意団体等(13)）

活動内容

生活道路の除雪(33)，排雪(13)，除雪講習会(15)，消融雪(2)，消融
雪施設整備(3 )，シンポジウム・啓発活動(11)，人災育成(9)，雪か
き体験ツアー(7) 等

行政からの
支援内容

小型除雪機械の貸出(8)，大型除雪機械の貸出(1)，排雪用トラック
の貸出(5)，除雪道具の貸出・整備(8)，除雪ボランティアのコー
ディネイト(8)，除雪委託費の助成(3)，設備投資への助成(3)，除雪
活動への謝礼・実費等支給(7)，除雪機の燃料支給(2)，資格取得費
用の助成(1)

※(　)内は事例数。延べ件数・重複計上あり。

調査地区
札幌市（北海道），青森市（青森県），
弘前市（青森県），滝沢市（岩手県），
長井市（山形県），金沢市（石川県）

調査期間 2019年11月～12月

ヒアリング
対象団体等

市役所（道路除雪担当部署，市民活動担当部局，社会福
祉担当部署），社会福祉協議会，地域住民組織（自治
会・町内会，まちづくり協議会，地域コミュニティ協議
会，交通安全協会、任意住民団体），学生ボランティア
組織，大学事務局，除雪事業者（市の委託事業者）

課題等

・活動の担い手の高齢化
・除雪ボランティアの需要増に対する担い手不足
・地域特性の多様性に対する柔軟な対応の必要性
・地域間、住民間の不公平感の解消
・地域住民の理解、共通認識の必要性
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